
令和 7 年 3 月

令和 7 年度 令和 16 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

2,541 円 3,480 円

2,541 円 3,560 円

2,541 円 3,557 円令和5年度 令和5年度

業 務 用 使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方
特になし

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方
特になし

条 例 上 の 使 用 料 *2

（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度 実 質 的 な 使 用 料 *3

（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

令和3年度

令和4年度 令和4年度

処 理 場 数 1（上下水質管理センター）

広域化・共同化・最適化

実施状況*1
集合処理と個別処理を比較して集合処理（公共下水道）として整備を行う妥当な区域を設定し、汚水処理の最適化を図った。

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実施
する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を含
む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

一般家庭用使用料体系の

概 要 ・ 考 え 方

全部適用

処 理 区 域 内 人 口 密 度 26.1 人/ha
流 域 下 水 道 等 へ の

接 続 の 有 無

芦田川流域下水道へ接続
（府中処理分区）

処 理 区 数 2（府中処理分区、上下処理区）

府中

基本料金：1,271円（基本水量 10ｍ3)
従量料金：5段階

上下

基本料金：1,271円（基本水量 10ｍ3)
従量料金：5段階

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

事業の現況

供 用 開 始 年 度

（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

平成4年度
（31年）

法適（全部適用・一部適

用 ）

非 適 の 区 分

別添２－1

府中市下水道事業経営戦略

団 体 名 ： 広島県府中市

事 業 名 ： 公共下水道事業



③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

年度によって有収水量の増減はあるものの、過去5年間を通して有収水量は増加傾向となっている。令和31年度に汚水処理人口普及率100%を達成するため、今後
も汚水処理施設の整備を継続することから、年間有収水量は増加することが想定される。年間有収水量の予測値は、「府中市汚水処理施設整備構想」を勘案して
算出した。

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

令和5年度の経営分析比較表を添付する。

処理区域内人口の予測

処理区位以内人口の予測にあたっては、令和元年度に策定された「府中市汚水処理施設整備構想」の推計値を根拠として、推計を行った。

有収水量の予測

資 産 活 用 の 状 況

 ア　エネルギー利用

　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）

*4

エネルギー利用（下水熱・下水汚泥・発電等）は現時点で資産活用は行っていません。

 イ　土地・施設等利用

　　　（未利用土地・施設の活用等）

*5

土地・施設等利用（未利用土地・施設の活用等）は現時点で資産活用は行っていません。

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

民 間 活 用 の 状 況

 ア　民間委託

　　　（包括的民間委託を含む）

上下水質管理センターや雨水排水ポンプ場の維持管理は、仕様発注による運転管理委
託となっており、包括的民間委託は実施していません。

 イ　指定管理者制度
上下水質管理センターや雨水排水ポンプ場の維持管理は、仕様発注による運転管理委
託となっており指定管理者制は実施していません。

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ
上下水質管理センターや雨水排水ポンプ場の維持管理は、仕様発注による運転管理委
託となっており、PPP・PFIは実施していません。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

職 員 数

7人
事務職：4名
技術職：3名
※公共下水道、特定環境保全公共下水道の職員を含む

事 業 運 営 組 織
市管理組織としては、過去には水道課と下水道課により構成されていましたが、平成23年度に、水道課と下水道課において管
理職の人件費削減のため、上水下水道課として一つの課に統合されました。。その後、水道事業の広島県水道広域連合企業団
への参画に伴い、令和5年度に上水下水道課から下水道課に変更。



（３）

（４）

（５）

３．経営の基本方針

組織の見通し

適切な人員配置を行う。

※将来の事業環境等を踏まえ、事業を継続する上での経営理念、基本方針等について記載すること。

※計画期間内における具体的な取組・目標等を記載すること。

使用料収入の見通し

令和31年度の汚水処理人口普及率を達成するため、今後も汚水処理施設の整備を継続していくため、年間有収水量の予測値が増加していくことが想定され、それ
に伴い下水道使用料の予測値も増加していくことが想定される。

施設の見通し

供用開始から15年以上経過しているため、機械・電気設備の更新時期を迎えている状況である。平成29年度にストックマネジメント計画を策定し、令

和3年度に第2回目の変更を実施しており、これに基づいて投資を抑制した効率的な老朽化施設の改築更新を実施していく予定である。



４．投資・財政計画（収支計画）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（時期、金額、対象施設等）に記載すること。
　＜取組例＞
　　　・民間の活力の活用に関する事項（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制度、PPP/PFIなど）
　　　・職員給与費に関する事項
　　　・動力費に関する事項
　　　・薬品費に関する事項
　　　・修繕費に関する事項
　　　・委託費に関する事項
　　　・その他

目

標

収支計画の策定の前提となる長期投資試算の結果及びそれに基づく長期目標

※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（対象施設、時期、金額等）に記載すること。
　　＜取組例＞
　　　　・投資の目標に関する事項
　　　　・管渠、処理場等の建設・更新に関する事項
　　　　・広域化・共同化・最適化に関する事項
　　　　・投資の平準化に関する事項
　　　　・民間の活力の活用に関する事項（PPP/PFIなど）
　　　　・防災・安全対策に関する事項
　　　　・その他

目

標

収支計画の策定の前提となる長期財源試算の結果及びそれに基づく長期目標

※収支計画の策定に当たって反映した取組について具体的（時期、金額、対象施設等）に記載すること。
　　＜取組例＞
　　　　・財源の目標に関する事項
　　　　・使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項
　　　　・企業債に関する事項
　　　　・繰入金に関する事項
　　　　・資産の有効活用に関する事項
　　　　・その他

※経費回収率の目標及び別添の原価計算表などを参考に原価計算の内訳などを記載し、見える化を図ること。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

特になし。

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

改 定 等 に 関 す る 事 項
経営戦略はPDCAサイクルにより事後検証、更新等を実施して継続的に改善します。

薬品費に関する事項

修繕費に関する事項 修繕費は、増加傾向を示しておりますが、今後実施する老朽化施設の更新状況と修繕作業および修繕
費の推移を把握し、修繕計画の検討と次回の財政計画見直しの際に反映を行います。

委託費に関する事項
現在、上下水質管理センターと雨水排水ポンプ場の維持管理を、仕様発注方式により民間企業へ委託
しています。今後、市職員数の配置変更等を考慮し、包括的民間委託等の委託方法の変更について必
要に応じて検討していきます。

その他の取組 特になし。

民間活力の活用に関する事項

（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者

制度、PPP/PFIなど）

現段階では、民間資金・ノウハウ等の活用は検討していませんが、将来的に大規模な改修等の支出が
必要となり、市での資金確保が困難である場合には、PPP/PFIの導入について検討します。

職員給与費に関する事項
職員数、職員給与費ともに現状維持を見込んでいますが、今後、維持管理業務等の委託範囲が変更と
なった場合には、職員数の適正化を図る必要が生じる可能性があります。その場合は、委託によるメリッ
ト、デメリットを検討したうえで、判断を行います。

動力費に関する事項
老朽化設備の更新の際には、汚水量の減少に伴う設備能力の見直しや高効率な設備の導など動力費
の削減につながる設備への更新を行います。これらの取組による動力費への影響を把握し、次回の財
政計画見直しの際に反映を行います。

使用料の見直しに関する事項
下水道使用料については、平成29年度に改定率約10％の料金改定を行います。しかし、社会情勢や景
気の動向などにより、使用料収入の減少や支出の増大など経営への悪影響を及ぼす恐れがあるため、
今後も5年ごとに料金水準の妥当性を検討し、必要に応じて料金改定を行います。

資産活用による収入増加

の取組について

遊休資産の売却や貸付については、今後の施設運用により、遊休施設が発生する場合には、検討を行
います。

その他の取組 今後、その他の取組について検討事項が発生した場合には適宜検討を行っていきます。

投資の平準化に関する事項 今後の施設建設や改築事業量が集中しないよう、ストックマネジメント計画において平準化検討を行うと
ともに、引き続き資本費平準化債等の制度を活用していきます。

民間活力の活用に関する事項

（PPP/PFIなど）

現段階では、民間資金・ノウハウ等の活用は検討していませんが、将来的に大規模な改修等が必要とな
り、市での資金確保が困難となる場合には、PPP/PFIによる民間活力の活用を検討します。

その他の取組 特になし。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合

には、赤字の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載する
*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

広域化・共同化・最適化に関する事項

都道府県構想の見直しに合わせて、汚水処理施設10年程度を目途に概成に向けた府中処理分区の下
水道計画区域の見直しの検討を行います。なお、見直しにあたっては、経済性だけでなく地域特性も考
慮し計画区域設定を行います。広域化として、府中処理分区と上下処理区の統廃合が考えられますが、
地域条件（接続距離）から現実的ではありません。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

公共下水道 （単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

前々年度 前年度 本年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

区　　　　　　分 （決算） （決算） (決算見込)
１． (A) 294,902 305,743 257,976 257,243 258,147 296,132 293,449 294,635 297,027 299,399 301,803 304,201 393,353
(1) 168,588 166,806 169,240 170,913 172,521 216,301 218,299 220,296 222,294 224,307 226,288 228,302 317,172
(2) (B)
(3) 126,314 138,937 88,736 86,330 85,626 79,831 75,150 74,339 74,733 75,092 75,515 75,899 76,181
２． 616,530 564,845 481,361 447,825 456,253 406,956 419,601 433,684 451,670 469,353 481,710 499,337 395,501
(1) 413,013 359,684 277,701 244,900 250,878 208,695 227,517 241,950 259,092 274,649 284,221 298,990 192,281

413,013 359,684 277,701 244,900 250,878 208,695 227,517 241,950 259,092 274,649 284,221 298,990 192,281

(2) 201,199 204,930 203,660 202,925 205,375 198,261 192,084 191,734 192,578 194,704 197,489 200,347 203,220
(3) 2,318 231

(C) 911,432 870,588 739,337 705,068 714,400 703,088 713,050 728,319 748,697 768,752 783,513 803,538 788,854
１． 582,847 629,152 622,626 633,154 640,453 631,273 623,336 624,342 629,179 636,756 642,821 648,946 654,471
(1) 22,031 32,020 24,900 24,900 24,900 24,900 24,900 24,900 24,900 24,900 24,900 24,900 24,900

10,595 12,792 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800 12,800
1,881 7,193
9,555 12,035 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100 12,100

(2) 103,433 136,185 139,633 151,588 152,340 152,749 153,528 153,483 154,160 155,724 154,701 155,309 155,917
9,008 8,681 8,919 9,105 9,289 9,483 9,680 9,879 10,080 10,283 10,487 10,695 10,903
3,320 2,686 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600

91,105 124,818 128,114 139,883 140,451 140,666 141,248 141,004 141,480 142,841 141,614 142,014 142,414
(3) 457,383 460,947 458,093 456,666 463,213 453,624 444,908 445,959 450,119 456,132 463,220 468,737 473,654
２． 84,594 64,431 61,454 69,710 66,133 62,891 59,872 56,942 53,868 50,493 47,034 43,637 40,345
(1) 72,479 64,431 61,454 69,710 66,133 62,891 59,872 56,942 53,868 50,493 47,034 43,637 40,345
(2) 12,115

(D) 667,441 693,583 684,080 702,864 706,586 694,164 683,208 681,284 683,047 687,249 689,855 692,583 694,816
(E) 243,991 177,005 55,257 2,204 7,814 8,924 29,842 47,035 65,650 81,503 93,658 110,955 94,038
(F) 2,437
(G) 9,700
(H) △ 7,263

243,991 169,742 55,257 2,204 7,814 8,924 29,842 47,035 65,650 81,503 93,658 110,955 94,038
(I) 60 60 74 74 73 7 7 8 58 53
(J) 173,186 656,133 647,152 648,164 649,182 650,161 651,163 652,143 653,068 654,069 655,119 656,101 657,079

74,021 86,247 105,521 106,564 107,567 108,570 109,573 110,575 111,578 112,589 113,583 114,594 115,588
(K) 740,374 1,189,711 656,322 643,998 616,034 577,293 544,501 518,327 476,653 438,295 423,337 378,494 355,678

643,839 617,835 614,517 599,429 571,291 532,456 499,483 473,320 431,489 392,770 378,048 333,065 310,108

92,520 568,718 38,040 40,804 40,978 41,072 41,253 41,242 41,399 41,760 41,524 41,664 41,805
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 294,902 305,743 257,976 257,243 258,147 296,132 293,449 294,635 297,027 299,399 301,803 304,201 393,353

(N)

(O)

(P)

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

経 常 損 益 (C)-(D)
特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

支 出 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他

収 入 計

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

公共下水道 （単位：千円）
年　　　　　度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

前々年度 前年度 本年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

区　　　　　分 （決算） (決算見込)

１． 312,500 575,400 568,500 517,800 472,100 446,900 407,300 381,000 333,500 272,800 218,200 185,600 138,500

58,300 43,000 232,700 360,700 341,500 315,900 259,200 205,400 157,900 97,200 42,300 15,500

２． 75,435 73,687 59,183 9,169 5,415 4,141 3,691 3,214 2,486 1,641 1,523 1,394 1,320

３．

４．

５．

６． 154,967 296,699 323,675 145,800 113,500 114,000 129,900 149,100 149,100 149,100 149,600 142,000 118,300

７．

８． 14,922 2,242 20,523 12,500 12,500 12,500 12,500 12,500 12,500 12,500 12,500 12,500 12,500

９．

(A) 557,824 948,028 971,881 685,269 603,515 577,541 553,391 545,814 497,586 436,041 381,823 341,494 270,620

(B)

(C) 557,824 948,028 971,881 685,269 603,515 577,541 553,391 545,814 497,586 436,041 381,823 341,494 270,620

１． 351,828 766,698 718,866 340,511 281,410 282,410 317,210 363,750 363,736 363,776 364,720 359,369 316,893

14,445 16,768 22,271 21,306 21,306 21,306 21,306 21,306 21,306 21,306 21,306 21,306 21,306

２． 708,733 643,839 617,835 614,517 599,429 571,291 532,456 499,483 473,320 431,489 392,770 378,048 333,065

３．

４．

５．

(D) 1,060,561 1,410,537 1,336,701 955,028 880,839 853,701 849,666 863,233 837,056 795,265 757,490 737,417 649,958

(E) 502,737 462,509 364,820 269,759 277,324 276,160 296,275 317,419 339,470 359,224 375,667 395,923 379,338

１． 258,746 292,767 282,987 253,741 257,838 255,363 252,824 254,225 257,541 261,428 265,731 268,390 270,434

２． 243,991 169,742 55,177 2,224 7,787 8,937 29,832 47,046 65,716 81,502 93,591 110,972 94,043

３．

４． 26,656 13,794 11,699 11,860 13,619 16,148 16,213 16,294 16,345 16,561 14,861

(F) 502,737 462,509 364,820 269,759 277,324 276,160 296,275 317,419 339,470 359,224 375,667 395,923 379,338

(G)
(H) 5,976,616 5,908,177 5,858,842 5,762,125 5,634,796 5,510,405 5,385,249 5,266,766 5,126,946 4,968,257 4,793,687 4,601,239 4,406,674

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

前々年度 前年度 本年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

区　　　　　分 （決算） (決算見込)

537,432 496,626 363,977 328,770 334,044 286,066 300,207 313,829 331,365 347,281 357,276 372,429 266,002

132,487 143,738 90,877 87,970 87,044 81,137 76,368 75,479 75,805 76,113 76,494 76,840 77,088

404,945 352,888 273,100 240,800 247,000 204,929 223,839 238,350 255,560 271,168 280,782 295,589 188,914

75,435 73,687 59,183 9,169 5,415 4,141 3,691 3,214 2,486 1,641 1,523 1,394 1,320

61,639 42,106 17,186 9,169 5,415 4,141 3,691 3,214 2,486 1,641 1,523 1,394 1,320

13,796 31,581 41,997

612,867 570,313 423,160 337,939 339,459 290,207 303,898 317,043 333,851 348,922 358,799 373,823 267,322

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)
他 会 計 借 入 金 残 高
企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他会計長期借入返還金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

計

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国（都道府県）補助金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他



供用開始年月日 年 月 日

処理区域内人口 人

計算期間 自 年 月至 年 月

（　 　年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

166,806 221,669 221,669

0

0

166,806 221,669 0 221,669

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

0

諸 手 当 0

福 利 費 0

982 951 951

0

0

11,167 10,997 10,997

2,971 3,291 3,291

15,120 15,239 0 15,239

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

2,771 3,188 3,188 0

200 194 194 0

0

0

16,292 16,044 16,044 0

13,650 15,121 15,121 0

32,913 34,547 34,547 0

給 料 0

諸 手 当 0

福 利 費 0

4,605 5,299 2,659 2,640

1,504 1,456 1,456

0

0

12,647 12,455 12,455

214 237 237

18,970 19,447 2,659 16,788

給 料 12,792 12,800 12,800

諸 手 当 7,853 7,900 7,900

福 利 費 11,375 4,200 4,200

47,790 61,332 61,332

2,542 2,503 2,503

18,850 20,882 20,882

101,202 109,617 0 109,617

64,431 55,093 965 54,128

460,947 457,623 238,796 218,827

0

525,378 512,716 239,761 272,955小 計

小 計

一
 

般
 

管
 

理
 

費

人
件
費

流域下水道管理運営費負担金

委 託 料

そ の 他

小 計

資
本
費

支 払 利 息

減 価 償 却 費

企 業 債 取 扱 諸 費

小 計

処
理
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

小 計

ポ
ン
プ
場
費

人
件
費

動 力 費

修 繕 費

材 料 費

薬 品 費

委 託 料

そ の 他

管
渠
費

人
件
費

給 料

修 繕 費

材 料 費

路 面 復 旧 費

委 託 料

そ の 他

受 託 工 事 収 益

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

使 用 料 (X)

原価計算表

収　入　の　部

項 目
金　　　　　　　　額



　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

使用料対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

支　　出　　の　　部

項 目
金　　　　　　　　額

693,583 691,566 276,967 414,599

414,599

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.53

＜使用料水準についての説明＞

合 計 (Y)

資 産 維 持 費 （ Z ）

使 用 料 対 象 経 費 （ Y ） ＋ （ Z ）

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは、当分の間、その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる
場合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係
るもの）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、
「下水道使用料算定の基本的考え方（2016年度版）」（公益社団法人日本下水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境
等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべき費用を記載すること。


